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今からでも遅くない。日本政府と東京都は東京オリンピック・パラリンピックの中止を直ち

に IOC に申し入れ、科学的根拠と基本的人権の尊重に基づいたコロナ禍収束への道筋を示

さなければならない 

                                  日本科学者会議東京支部常任幹事会 

 

（１）東京オリンピック・パラリンピック（以下、オリ・パラと略記）の強行によって、国

際平和の祭典である近代オリンピックの歴史を汚してはならない 

 COVID-19 によるコロナ禍は世界的規模で現在も進行中である。日本では、東京オリ・

パラの開催のいかんにかかわらず、7 月末～8 月以降第 5 波の到来の懸念が多くの専門家か

ら表明されている。近代オリンピックでは、4 年に１度世界のトップアスリートが一堂に集

結し、日々の鍛錬の成果を競い合い、それを世界中の人々が感動をもって応援し、スポーツ

の醍醐味を楽しんできた。だが、残念ながら 2019 年末に発生したコロナパンデミックは、

「人間の尊厳保持に重きを置く、平和な社会を推進する」（オリンピック憲章）条件を、一

時的に我々から奪ったことを認めざるをえない。 

 第 1 に、現局面で東京オリ・パラを強行するならば、たとえ観客を制限したとしても、パ

ンデミックのもと世界中から多数の選手や大会関係者が日本に流入し、日本国内では新た

に 300 万人を超える観客の移動・集中が予測される。パンデミックがなお進行中のもとで、

世界最大級のイベントを強行しコロナ禍の世界的拡大の新たな火種をつくり出す必要は毛

頭ない。2020 東京オリ・パラは本来延期ではなく中止されるべきであったのであり、延期

された 2021 年の開催によって平和の祭典であるオリンピックの歴史を汚してはならない。 

 第 2 に、開催国日本では、第 4 波の到来によって救急医療を担う大規模病院が集中して

いる大阪府や東京都の医療現場で深刻な窮状が発生した。第 4 波のピーク時には、救急車

に収容された発熱患者が病院をたらいまわしされたり、結局消防署で一晩を過ごしたり、肺

炎が悪化しているにもかかわらず保健所等に連絡をとっても入院できる病院が決まらず、

適切な治療を受けることができないまま自宅で亡くなるなどという悲惨な事例があいつい

だ。医師や看護師、医療機関や保健所の献身的な努力にもかかわらず、医療崩壊に直面して

いる日本は、多くの人々が死に至る新型コロナの感染拡大のリスクを、これ以上受け入れる

ことができない。開催都市である東京都知事、開催国である日本政府の首相は、行政府の責

任者として市民の命が危険に晒されているこの現実を直視し、IOC、IPC に直ちに中止の申

し入れを行うべきである。同じ困難に直面してきた（している）世界中の市民は、2021 東

京オリ・パラの中止を人命尊重の観点から必ずや受け入れてくれるはずである。そして私た

ちは、この不運に直面した世界のトップアスリートたちの新たな峰への挑戦を応援する。 

 

（２）日本政府はこれまでのコロナ禍対策の誤りを率直に認め、科学的根拠と基本的人権の



尊重に基づいたコロナ禍収束への道筋を人々に対して明示しなければならない 

 日本政府が東京オリ・パラの中止の決断とともに直ちになすべきことは、これまでの感染

症対策も含めたコロナ禍対策の誤りを直ちに正すことである。政府は今日に至るまで感染

症対策と経済の再開とを天秤にかけ、典型的には第 2 波の真っただ中に Go To トラベルを

実施し、その後の感染拡大を許した。それは、東京オリ・パラの開催が絶対視されていたか

らである。日本政府は感染症対策と経済の再開を天秤にかけるコロナ禍対策の根本的な誤

りを認め、人々の命と健康を守ることを最優先する立場に直ちに転換しなければならない。

そうすることが経済再開への近道でもある。 

 感染拡大を真に収束させるためには、科学的な根拠に基づく首尾一貫した感染症対策が

不可欠である。ワクチン接種の強化によって感染拡大が止まる集団免疫の状態をめざすこ

とは当然である。だが、感染力の強い新規株の出現・流入の現実を踏まえるならば、日本政

府が一貫して回避・サボタージュしてきた PCR 検査を徹底しなければならない。必要に応

じて職域や地域単位で全面的かつ頻繁な PCR 検査を実施するだけでなく、不安を感じた人

は、誰でも、いつでも、無料で、自由に PCR 検査を受けることができるようすべきである。

そのことによって初めて、無症状の感染者を保護し、感染拡大を防ぐことができる。政府の

責任でそうすることによって、人びとのなかに初めて安心感が生まれ、感染拡大収束への展

望が開けてくる。科学的根拠に基づく感染症対策は、収束への展望を示せないまま感染拡大

の新たな波が起きるごとに、休業や営業自粛に対する巨額の補償を繰り返すより、政府の財

政的負担が小さいことは明らかである。 

 私たちは改めて、日本政府が科学的根拠に基づいたコロナ禍収束への抜本的な対策に切

り替えるよう、強く求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


